
   

第２期山ノ内町まち・ひと・しごと創生総合戦略 数値目標及び KPIの進捗状況 

数値目標及び KPIの評価の区分 

◎・・・令和６年度の数値が目標数値を達成したもの                〇・・・令和６年度の数値が基準数値を超えたもの 

▲・・・令和６年度の数値が基準値と同じか下回ったが、昨年度の数値を超えたもの  △・・・令和６年度の数値が基準数値と同じか下回ったもの 

－・・・令和６年度では評価ができないもの 

 

１．基本目標の進捗状況 

基本目標 数値目標 基準値(R1) 目標値(R7) R6 達成状況 備考 

１ 
延観光客数 ４３２万人 ４４０万人 ４１５万人 ▲ 観光地利用者統計 

新規就農者数 ５９人 ６０人 ４８人 ▲ ５年間累計 

２ 社会移動 △７４ △２８ ６５ ◎ 住民基本台帳 

３ 合計特殊出生率 
１．４４ 

(H25～H29) 

１．６２ 

(H30～R4) 

１．３９ 

（H30~R4） 
△ 人口動態保健所・市町村別統計 

４ 山ノ内町に住み続けたい人の割合 ６４．８％ ７０．０％ ６４．０％ △ まちづくりアンケート 

２．KPIの進捗状況 

令和６年度                 

評価区分 KPIの数 

◎ １０個 

〇 １４個 

▲ ８個 

△ １３個 

－ ０個 

合計 ４５個 

達成、順調あるいは概ね順調である割合 ５３．３％（昨年度評価時４０．０％） 



数値目標 備考 基準値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 達成状況 目標値

延観光客数 観光地利用者統計
432万人
令和元年

249万人 319万人 368万人 415万人 ▲
440万人
令和７年

経済振興
係

新規就農者数 5年間累計
59人

令和元年
6人

（6名）
7人

（13名）
19人

（32名）
16人
(48名)

▲
60人

令和７年
農業振興

係

●地域の自然や歴史などを地域の魅力として捉え、守り
ながら活用するｴｺﾂｱｰの創出を支援、検討します。

継続
新型コロナウイルスが収束に向かい、来訪者が徐々に回復しつつある。実施を
中止した事業を継続して行うこととし、事業およびKPI、目標値の変更は行わ
ず、経過観察とする。

●環境学習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの拡充や対外PRなど、受入体制の充実
に向けて支援します。

継続
引き続き、志賀高原ユネスコエコパーク公式フェイスブックを活用し、対外PR
を図る。

●民間企業も含め各種団体と連携を図りながら、誘客に
つながる商品開発を検討、支援します。

改良 エコツアーの創出に関しては観光局のツアー創出に移管または廃止とする。

●地域関係団体と連携し、廃屋対策を進め魅力的な景観
形成を推進します。

継続
廃屋対策は国立公園内における大きな課題となっており、利用拠点整備改善計
画を新たに策定し、滞在環境整備を進めていく。

●遊歩道や登山道などの改修・修繕を進め、安全で手軽
に楽しめる観光地づくりを推進します。

継続
国庫補助事業を活用しながら引き続き遊歩道や標識の整備を進め、来訪者に楽
しんでいただける観光地づくりを進めていく。

●ﾆｰｽﾞや志向に合わせた魅力的な参加体験型・長期滞在
型観光の推進を図ります。

改良
志賀高原ヒルクライムはR6年度をもって終了。各種イベントをきっかけとし
て、宿泊や長期滞在、リピーターにつながるようなイベントのブラッシュアッ
プを検討していく。【観光局】

●農業などの他産業とつなぐことにより、更なる観光地
の魅力向上を図ります。

改良
ユネスコエコパークに登録された豊かな自然と「食」や「風土」「伝統文化」
等を連動させながらプロモーション活動を展開する。【観光局】

●地形・気候・自然を活かした各種ﾂｰﾘｽﾞﾑの推進を図り
ます。

改良
志賀高原ヒルクライムはR6年度をもって終了。愛好家が増加しているサイクル
ツーリズムについては広域組織との連携を強化し推進していく。【観光局】

●既存ｲﾍﾞﾝﾄのｸﾞﾚｰﾄﾞｱｯﾌﾟや、季節に合ったｲﾍﾞﾝﾄの企画
立案を行います。

改良
雪の回廊ウォーキングはR6をもって終了。四季折々の豊かな自然を満喫できる
企画立案を行う。【観光局】

●安全・安心な観光地づくりによる様々な形態の旅行者
の受入推進を図ります。

継続
災害時対策やユニバーサルツーリズム等、観光団体と連携し必要な対策を検討
していく。【観光局】

●様々な媒体を活用した幅広い世代への情報発信の推進
を図ります。

継続
引き続き公式SNSのフォロワー数を伸ばす取り組みやWEB広告の活用などで情報
発信していく。【観光局】

④おもて
なしの観
光地づく

り

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｺﾝ
ｼｪﾙｼﾞｭの
修了者

0人
●信州型ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾂｰﾘｽﾞﾑを推進し、地域のﾘｰﾀﾞｰとなる人
づくりを進めます。

2人 2人 2人 0人 △ 5人 継続
高齢者や障がい者も含め誰もが楽しめる観光地づくりを目指していく。【観光
局】

●ﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽになどにより、市場へのﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰｼﾞの定着と
販路拡大を図ります。

継続 今後もJAとともに市場・仲卸との友好関係を築きながら、高取引を図る。

●消費者ﾆｰｽﾞに対応した市場性の高い優良品種・品目の
導入を支援します

継続
消費ニーズに対応した農作物の選定・推進や、既存農産物の安定生産によるブ
ランド維持を図る。

●志賀高原ﾕﾈｽｺｴｺﾊﾟｰｸを活かした、産地間競争に負けな
いｽﾄｰﾘｰ性をもったﾌﾞﾗﾝﾄﾞ構築を推進します。

継続

●友好交流都市及び大量消費地での直接販売によるﾏｰｹﾃｨ
ﾝｸﾞ・PRを実施し、園芸産地としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞｲﾒｰｼﾞ向上を
図ります。

継続

②観光業
との連携

観光客誘致
イベントへ
の参加回数

2回
●観光客誘致イベントを活用し、地域の食を活かした町
のブランド力を推進します。

― ― 3回 2回 △ 4回 継続
各種イベントに参加する中で参加者から好評を得ていることから、今後は参加
イベント数を増やすとともにさらなる農産物のブランド化を図る。

③企業と
のｺﾗﾎﾞﾚｰ

ｼｮﾝ

企業とのｺ
ﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ
件数

1件
●首都圏企業とのｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝを推進し、首都圏におけるﾌﾞ
ﾗﾝﾄﾞ力と果樹産地としての産地競争力の強化を図りま
す。

2件 2件 1件 0件 △ 2回 継続
首都圏企業とのコラボレーションをより充実し、首都圏におけるﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力と果
樹産地としての産地競争力の強化を図る。

雄大な自然環境をＰＲし体感していただくため、サイクルツーリズムを推進し、シンボル
イベントとして志賀高原ヒルクライムを開催した。

ダイナミックな雪の回廊を楽しんでいただくため、草津町と連携し、雪の回廊ウォーキン
グを開催した。

山ノ内インフォメーションセンターに設置した多言語翻訳機能付きディスプレイは非常時
にも活用できる。また、宿泊施設に業務用除菌剤を配布し衛生環境の改善を図った。

YouTubeやインスタグラムなど公式SNSの充実を図り情報発信を行った。

6,497

様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

基本的方向

　本町には、ﾕﾈｽｺｴｺﾊﾟｰｸに登録された豊かな自然環境や温泉資源、そこから派生する特有の伝統文化、清流に育
まれた農産物など、他地域にはない魅力的な地域資源が豊富にあります。地域特有の強みを磨き上げるととも
に、独自のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力を強化することにより、地域産業の更なる活性化と働く場所の確保を図り、稼ぐ地域づくり
を目指します。

施策
具体的な

施策
ＫＰＩ 備考

基準値
（Ｒ元）

主な取り組み 実施事業、達成状況に対する評価と今後の取組 担当係

4,118人

達成状況

△

△

優良品種の導入や安定生産を図るため、ブランド農業生産振興対策事業を実施。

10,108

東京都、埼玉県、愛知県、富山県、神奈川県、新潟県の大量消費地での販売及び町のPRを
実施。
直売では、志賀高原ユネスコエコパークを活かしたPRを実施。
友好交流自治体（足立区、玉村町）へ出向き、農産物等を販売。

志賀高原ＢＲが環境学習やＥＳＤの推進拠点であることについて、ＳＮＳを使用して対外
ＰＲする取組を実施した。

8,809人 9,902人 9,808人

Ｒ３
目標値

（Ｒ７）

17,500人

大量消費地での物産展参加や、友好交流自治体（足立区、玉村町）での農産物
販売で、町のPR（ユネスコエコパークを活かした）ができた。今後も、ブラン
ド力を衰退させないためにも各地でのPRを継続し、更なる強化を図る。

Ｒ６

1,915千人 2,380千人

(

2

)

農

産

物

ブ

ラ

ン

ド

化

に

よ

る

成

長

戦

略

新宿高野本店との企画を実施してきたが6年度は時期、規模が整わず未実施。

山ノ内町ブランド米　雪白舞の頒布・販売：志賀高原ヒルクライム2024、奥志賀高原フェ
スタ

国立公園
係

経済振興
係

国立公園
係

今後の
方針

2,810千人

8,705 10,000

2,517千人

27人 21人

①地域特
性を活か
したﾌﾞﾗﾝ
ﾄﾞ化の推

進

県外でﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ・PR
を実施し
た延農家
人数

町認定農
業者連絡
協議会事

業

25人

1500千人

農業振興
係

26人
(各年度）
(R5:26人)

Ｒ４ Ｒ５

8,044

12人 21人

関西や中京圏の市場・仲卸等に対し、JAと共に町長によるトップセールスを実施を計画し
ていたが未実施。

基本目標１　産業活性化で、稼ぐ郷土（まち）をつくる

②国立公
園を活用
した観光
地づくり

上信越高
原国立公
園利用者

数

本町エリ
ア内

2,470千人

国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業で策定した利用拠点計画により、３施設の廃屋が
撤去された。

地元関係者が参加できるセミナーを開催、JINRIKIを利用したフィールドワーク、町内小学
校のスキー教室への支援(3回)を行った。

国立公園整備事業等の国庫補助事業を活用し、遊歩道や標識整備、公衆トイレの洋式化を
実施した。

4,935

地域の魅力を体感していただけるイベントとして志賀高原ヒルクライムを開催した。

③観光地
の魅力
アップ

町公式SNS
のﾌｫﾛﾜｰ数

ﾌｪｲｽﾌﾞｯ
ｸ・ｲﾝｽﾀｸﾞ
ﾗﾑ・ﾂｲｯﾀｰ
の合計

①ﾕﾈｽｺｴｺ
ﾊﾟｰｸの特
性を活か
した観光
地づくり

自然観察
等ガイド
ツアー参
加者数

15,021人

足立区と連携して「大自然体験ツアー in 志賀高原（山ノ内町）」を志賀高原観光協会
（ガイド組合）と連携を図り実施した。

実施した主な事業

(

1

)

地

域

資

源

を

活

か

し

た

観

光

地

の

競

争

力

強

化

地域の食や温泉、町並みを楽しむONSEN・ガストロノミーウォーキングを開催した。

公益財団法人イオン環境財団の主催による「エコツアー」を志賀高原観光協会との連携し
て実施し、誘客につなげた。

◎

◎



様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

●施設や看板などに多言語標記やﾋﾟｸﾄｸﾞﾗﾑを併記し、外
国人が訪れやすい観光地整備を進めます。

継続
外国人観光客が集中するスノーモンキーパークバス停周辺での多言語表記や町
内観光客受入環境整備を進める。

●外国人観光客のﾆｰｽﾞに対応した商品開発を支援しま
す。

継続
海外観光客が通年において増加していることから、観光事業者へ補助金活用の
周知を図り、商品造成の支援をしていく。

●外国人の受け入れのための研修会や外国語教室を開催
し、外国人観光客を温かく迎えるための人材育成を図り
ます。

継続
地域独自の自然や文化を改めて認識し、旅行者に伝え体験してもらうスキル養
成の方策を検討していく。

●外国人から特に需要の高い、無料Wi－Fiを含めた通信
環境の整備促進や、ｷｬｯｼｭﾚｽ決済導入を検討します。

継続
Wi-Fi環境の維持管理を行うとともに、キャッシュレス決済導入やセールス
コール支援など補助金の活用について周知を図る。

●ﾕﾈｽｺｴｺﾊﾟｰｸや国立公園の外国人認知度を活用したﾌﾟﾛﾓｰ
ｼｮﾝ強化を図ります。

継続
他地域にはない豊富な地域資源や国立公園に位置する志賀高原の魅力をプロ
モーションし誘客につなげる。【観光局】

●地域の食と風土、伝統文化等の魅力を味わっていただ
く取り組みを強化します。

継続
地元関係者と連携しながら食文化や伝統文化について体験する商品造成を推進
する。【観光局】

●海外旅行会社の商談会参加や海外ﾒﾃﾞｨｱへの露出を図
り、外国人観光客へのPR活動を強化します。

継続 各観光関係団体と連携し、海外プロモーションの強化を図る。【観光局】

●ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄやﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾋﾞﾃﾞｵなど多言語で情報
発信します。

継続
国際交流員の活用や観光大使によるプロモーションなど、多言語での情報発信
を推進する。【観光局】

●起業支援の充実・空き店舗等を活用した起業者に対し
て、改修等に係る補助事業の拡充を図ります。

継続
町の賑わいの創出や温泉街の回遊性の向上につながることから、引き続き事業
者支援を行っていく。

●事業所開設等に係る補助事業を継続し、起業を支援し
ます。

継続 相談体制の充実を図り、町内における起業を支援していく。

町制度資
金の新規
利用者数

5年間累計 359件
52件

(累計52)
67件

(累計119)
38件

(累計157)
62件

(累計219)
▲ 360件 継続

物価高の影響なども相まって厳しい経営状況の企業に対し、金融機関や商工会
等と連携し支援を行っていく。

経済振興
係

がんばる
農業応援
資金　新
規利用件
数

5年間累計 38件
22件

(累計22)
24件

(累計46)
19件

(累計65)
14件

(累計79)
〇

80件
(R5:50件）

継続

労働力不足等により、農地の集積化が進まなく、経営規模拡大に伴う利用や、
災害による資金融資の利用がなかったことにより実績が上がらなかったが、農
業経営雇用促進事業や農業入門講座を開催し、労働力不足を解消しながら、農
業者の経営の近代化・安定化、経営の規模拡大・効率化を図る。

農業振興
係

①地域産業が
連携した商業
支援の充実

農家が雇
用した延
人数

新規就農者雇
用支援事業・
農業経営雇用
促進事業活用
人数、制度開
始からの累計

8人
●繁忙期と閑散期が異なる農業と観光業が連携し、通年
雇用に結びつく就業支援対制の構築を検討します。

43人
（R3:35）

108人
（R4:65）

164人
（R5:56）

226人
(R5:62)

〇
240人

(R5:83人）
継続

農作業マッチングアプリなど、様々なニーズに合った雇用が促進されるよう支
援を行うことや、スムーズに農業就労が行えるよう農作業の入門講座を実施
し、農業経営体の規模拡大や経営安定維持を図る。

②新規就
農支援の

充実

新規就農
者数

Uターン者
を除く、5
年間累計

8人
●新規就農者に対して、生活・農業基盤の確保等受入体
制整備を地域と行政が一体となって支援し、担い手の確
保を図ります。

5人
(累計5)

7人
(累計12)

5人
(累計17)

2件
(累計19)

〇
9人

(累計40人)
継続

新規就農者に対して、生活・農業基盤の確保、受入体制整備を地域と行政が一
体となって支援し、担い手の確保を図る。

▲

◎

38件
(R3:24件）

今後の
方針

農業振興
係

Ｒ５

湯田中駅から地獄谷野猿公苑まで温泉街を経由した散策ルート内のWi-Fi環境の維持管理、
キャッシュレス決済導入補助金制度の支援を行った。

◎

実施事業、達成状況に対する評価と今後の取組Ｒ６

31件
(R4:5件)

経済振興
係

経済振興
係

36件
(R5:5件)

担当係

-

達成状況

9,023人泊 66,938人泊 78,446人泊 130,000人泊

44,000人

目標値
（Ｒ７）

Ｒ３

2,176人泊

Ｒ４

26,974人 44,700人

基準値
（Ｒ元）

主な取り組み

-

45件
(R6:9件)

施策
具体的な

施策
ＫＰＩ 備考

①起業支
援の充実

19件

空き家、空き店舗を活用し開業する事業者の支援し、町の賑わい創出を目的に、施設改修
補助４件、家賃補助２件の支援を行った。

（

5
）

働

き

や

す

い

就

業

環

境

と

担

い

手

の

確

保

農業経営体の規模拡大及び経営安定維持に係る支援、また、他産業との雇用連携の構築を
図ることを目的に、農業経営体が営む農作業の労働力確保のために雇用する雇用人の賃金
に対し補助金を交付した。
・農作業がわからない他産業からの雇用を促進することや、全国で普及が進む「1日農業ﾊﾞ
ｲﾄ（ﾃﾞｲﾜｰｸｱﾌﾟﾘ…ﾏｯﾁﾝｸﾞｱﾌﾟﾘ）」への利用促進のため、農作業入門講座を開催した。

経営基盤の確保のため、農地の流動化を促進することや、農業用機械整等に必要な経済的
支援を行うとともに、JAや北信農業農村支援センターと連携し、自主性をもって農業経営
に取り組めるよう支援した（農業道場）

（

4
）

起

業

・

経

営

安

定

支

援

起業チャレンジ支援事業補助金の活用５件

②経営基
盤の強化

●金融機関等と連携し、企業の経営安定や農業経営基盤
の強化を図るため、融資制度の拡充に努めるほか、ｱﾌﾀｰｺ
ﾛﾅに対応した支援の検討を行います。
●地域特性に応じた多様な職業訓練の場の創出を図りま
す。

経営安定や強化を図る町内事業者を支援するため、制度資金における保証料の補給、利子
補給を行った。

起業件数

（

3
）

海

外

市

場

の

拡

大

強

化

①外国人
観光客の
受入体制

整備

26件
(R3:4件)

外国人延
宿泊者数

102,678人泊

山ノ内インフォメーションセンターには多言語翻訳機能付きディスプレイを設置、スノー
モンキーパークバス停待合所には外国語表記で周知を図った。また、混雑状況を可視化す
るためのライブカメラやデジタルサイネージを設置した。

インバウンドセールスコール支援補助制度を設け、観光事業者が海外旅行業者等との商談
会へ参加し商品造成へつながるよう支援策を講じた。

国際交流員（CIR）による山ノ内インフォメーションセンターでの観光案内や周辺施設の外
国語表記、通訳を行った。

②海外向
けﾌﾟﾛﾓｰｼｮ
ﾝの強化

外国人滞
在者数

地域経済
分析シス

テム
（RESAS）
、各年2
月・10時
～18時

トップセールスやPR活動において、ユネスコエコパークに認定された豊かな自然や農産物
等の地域資源を活用したプロモーション活動を展開した。

起業チャ
レンジ支
援事業・
空き家等
再生事業
のうち建
物改修補
助活用件
数累計

がんばる農業応援資金利子助成金を利用し、農業者が借り入れた資金の利子の助成を行っ
た。

35,152人

地元関係者と協力し須賀川そば打ち体験やその歴史を体験する商品開発を行った。

Googleマップを活用したデジタルマップの運用に向けた整備を行った。

県と連携したトップセールスにてオーストラリアやタイにて誘客宣伝、商談を行った。



様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

数値目標 備考 基準値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 達成状況 目標値

社会移動
転入-転出

住民基本台帳
△74

令和元年
△116 20 53 65 ◎

△28
令和7年

住民環境
係

●移住定住に関する情報提供や相談体制を強化し、町の
魅力を広く発信します。

継続 暮らすやまのうちサイトへの流入増を図り、広く情報を拡散する。

●東京圏や大都市圏での移住ｾﾐﾅｰや相談会に参加し移住
希望者の掘り起こしを進めます。

継続
都内で開催される各種セミナーに参加するほか、移住婚・就農を絡めたセミ
ナーに協力する。

●年齢や趣向など、ﾀｰｹﾞｯﾄを絞った移住希望者への呼び
かけを強化します。

改良
暮らすやまのうちサイトのコンテンツを整理し、ペルソナに訴求できる情報を
発信する。

●移住体験住宅「須賀川んち」を活用し、移住希望者に
対して生活体験を推進します。

継続
レジャー目的の利用とならないよう、移住相談・オーダーメイドツアーを併用
しながら運営を行う。

●田舎暮らし体験ﾂｱｰやｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞﾂｱｰの開催により、魅力
体験の充実を図ります。

改良
移住体験住宅利用者にオーダーメイドツアーの利用を呼びかけるほか、移住者
目線での田舎暮らし体験イベントを実施する。

●町独自の空き家・空き地ﾊﾞﾝｸを活用し、空き家等住宅
情報の提供とあっせんを民間事業者と連携して進めま
す。

継続
有効に活用されているが、関係部署等と連携し、新たな物件の掘り起こしを行
う。

●移住定住に関する部署を設置し、相談体制の強化を図
ります。

継続 友好交流関係、ふるさと納税関係事業と併せて関係人口増加に取り組む。

●町を誇りに思い愛着をもってもらえるような広報活動
を充実し、郷土愛の醸成を図ります。

継続
行政と地域住民、民間企業などが連携しながら、地域資源を活用したり多様な
視点を取り入れたシティプロモーションを展開し、「住み続けたいまち」の実
現を目指す。

●ﾍﾟﾙｿﾅ設定による戦略的な移住推進を図り移住者の獲得
を進めます。

継続 移住者の傾向を分析し、ペルソナに訴求できるよう事業を進める。

実施事業、達成状況に対する評価と今後の取組

64.0% 70.0%△

移住体験住宅「須賀川んち」管理運営

Ｒ６

移住国際
交流係

達成状況

▲

〇

移住国際交流係及び関係部署との連携

8件

◎

担当係

調査なし 調査なし

県宅建業協会や町内不動産業者との連携
空き家・空き地バンク

Ｒ５

73日
（10組）

52日
（8組）

10件
(各年度)
（R4：5）

8件

61日
（7組）

183日
（13組）

60組
(各年度)
(R5:60組)
(R4:50組)
(当初:30

組)

79組

今後の
方針

Ｒ４

17件 8件

55組 61組

目標値
（Ｒ７）

Ｒ３

（

1
）

情

報

発

信

の

強

化

に

よ

る

移

住

・

定

住

の

推

進

①移住希
望者への
情報提供

③住居
（空き家
等）の情
報提供

調査なし

具体的な
施策

ＫＰＩ 備考
基準値
（Ｒ元）

4件

広報やまのうちの移住定住コラム「暮らすやまのうち」を活用した町民向けPR

設定したペルソナをターゲットとした各種施策

基本目標２　新しい人の流れで、住みたくなる郷土（まち）をつくる

基本的方向

　人口減少を食い止めるためには、転出者を減らし転入者を増やす（社会移動の転入超過）こと、特に若者の定
着が不可欠と言えます。東京圏への人口一極集中の是正に向けて、本町への人の流れをつくるため、「山ノ内町
にこそ、ﾁｬﾝｽがある」と思われるような、夢と希望を抱いて本町へ移住する動きを支援するとともに、多くの方
に知っていただけるよう情報提供を強化します。さらに、様々な形で本町と継続的に関わる関係人口の創出・拡
大に取り組み、新しい人の流れをつくる必要があります。

施策

43組首都圏での移住セミナー、相談会に参加

ペルソナ設定に基づく各種情報発信

オーダーメイドツアーの実施

90日
（8組）

ホームページ、フェイスブック、インスタグラム、広報誌での情報発信、ジャーナルの制
作・配布

実施した主な事業主な取り組み

移住相談
者数

24組

④ｼﾃｨﾌﾟﾛ
ﾓｰｼｮﾝの推

進

町に住み
続けたい
と思う人
の割合

まちづく
りアン
ケート

135日
（10組）

64.8%

空き家・
空き地ﾊﾞﾝ
ｸﾏｯﾁﾝｸﾞ件

数

②移住体
験の推進

移住体験
住宅（須
賀川ん
ち）年間
利用日数



様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

●空き家・空き地ﾊﾞﾝｸ事業の周知を図るとともに、登録
物件の掘り起こしを進めます。

継続 各種媒体を通じて制度の周知を図り、継続的に登録を呼びかける。

●家財道具等を処分するための費用補助等を行い、空き
家所有者へ空き家ﾊﾞﾝｸ登録促進を図ります。

継続 空き家・空き地バンクへの登録と併せて周知する。

●改修に適さない公営住宅は除却を検討するとともに、
跡地利用についても検討します。

継続 R９に湯ノ原町営住宅２棟４戸（木造）を解体予定。
計画監理

係

●若者が住みたくなる住宅確保のため、宅地分譲の必要
性や規模などの調査を進めます。

改良
移住国際交流係と協力し、使わなくなった教員住宅を改築し若者向けの住宅の
整備を行うとともに、住宅確保の施策を検討する。

地域創造
係

継続 引き続き長野県と連携しながら克雪住宅化への支援を行う。

継続 国・県の補助金を活用し、耐震診断・改修の支援を行う。

●太陽光や温泉熱などの自然ｴﾈﾙｷﾞｰを活用した、人にも
自然にもやさしい住宅を推進します。

継続 現在運用中の補助金要綱を継続する。
地域創造

係

●老朽化の著しい特定空き家の解体により、住民の安全
確保と良好な景観の維持を図ります。

継続 利活用に適さない管理不全な空き家等の解体を促進する。

●町営住宅を適切に提供するため維持管理に努めます。 縮小
R６にリフォームが完了したため、山ノ内町公営住宅長寿命計画に沿って維持
管理に努める。

継続
当町に少ない芝生の公園として、幼少期の子どもも利用できる公園として管理
を行い、多くの方に利用していただいた。今後も幼少期の子供が利用していけ
るように維持管理を行う。

耕地林務
係

継続
今後も利用者のニーズを把握しながら、子どもから大人まで楽しめる施設整
備・運用を進めていく。

●町民が集う憩いの場、観光客の癒しの場、防災の場な
ど多面的な機能を有する場所として、誰もが快適に利用
できる都市公園整備を進めます。

継続
R７に（仮称）湯田中温泉公園整備工事に着手する。また、隣接するみろく児
童公園は滑り台など施設が老朽化しているため改修を検討していく。

●町内に一戸建て住宅を新築・購入し生活する若者、移
住する者が空き家を購入または賃貸し改修を行う事業に
対し補助による支援を継続します。

継続 引き続き制度の周知を行うほか、補助内容や対象者の見直しを行う。

●結婚を機に町内に居住する者への家賃補助や、町外か
ら移住する者への家賃補助等の制度内容を検証し、町内
居住への支援を強化します。

継続 一定の効果を上げているため、今後も継続する。

●町内で住宅地造成、集合住宅建築にかかる補助を行
い、定住環境の整備を強化する。

改良
現在の分譲地造成支援補助金、アパート建設支援補助金について、検証を行
い、定住環境の整備を進める。

地域創造
係

②空き家
活用改修
等補助事
業の実施

空き家を
改修し移
住定住し
た方

空き家活
用改修等
補助事業
活用件数
5年間累計

14件
●空き家を改修し移住・定住する者に対して、住宅改修
に係る補助事業を実施し、定住の促進を図ります。

2件
(累計2)

2件
（累計4）

6件
(累計10)

0件
(累計10)

△ 20件 継続
空き家・空き地バンクへの登録の一助となっており、ニーズもわずかではある
があるため、継続する。

移住国際
交流係

●町内に居住する学生を対象とした奨学金について、卒
業後町内にＵターンし定住する場合には償還の一部を免
除し、定住の促進を図ります。

継続
進学意欲のある生徒・学生が、経済的理由により教育を受けられないことがな
いよう努める。

●高校に通学する学生の定期券購入助成により、保護者
の経済的負担を軽減します。

継続 補助事業の活用を促進するため、広報やホームページなどでの周知を行う。

●「新しい生活様式」によるﾃﾚﾜｰｸｵﾌｨｽ開設を支援しま
す。

継続
テレワークの普及に向けた支援を継続するとともに長野県との連携により企業
への周知を図る。

●長野県との協働によるﾘｿﾞｰﾄﾃﾚﾜｰｸを推進し、取り組み
主体の活動支援を行います。

継続
信州リゾートテレワーク推進チームに参画し、県内外企業に向けた誘致を図
る。

（

5
）

関

係

人

口

の

創

出

・

拡

大

①関係人
口の獲得

ふるさと
納税延人

数
5,376人

●本町の魅力を知ってもらうため、ふるさと納税返礼品
の拡充に努めます。

6,997人 6,093人 6,563人 6,914人 〇
7500人

(R4:6,000
人)

継続
新規返礼品提供事業者及び新規返礼品を拡充するほか、町の魅力を活かした商
品の創出に取り組む。一時的な寄附金額の増加ではなく、安定的に確保できる
寄附金額の底上げを図る。

移住国際
交流係

計画監理
係

移住国際
交流係

〇

目標値
（Ｒ７）

15人
(累計）

(R5:15人）

75件

5件
(累計）
(R5:5件）

〇

Ｒ３

若者定住促進マイホーム取得等補助金

19件
(累計35)

0件
（累計2）

空き家活用改修等事業補助金

高校生通学定期券購入費補助金 215件
インターネットによる申請を活用

77戸

移住国際
交流係

38.8%

達成状況 担当係

計画監理
係

経済振興
係

Ｒ６

2件
（累計2）

調査なし 調査なし

実施事業、達成状況に対するの評価と今後の取組

109戸

Ｒ５Ｒ４

1件
(累計3）

104戸

学校教育
係

12件
(累計55)

0件
（累計2）

▲

今後の
方針

120戸
(R3:90戸)

施策

意向調査を経て、座王団地の入居者が湯ノ原団地へ移転済み。

分譲地造成支援補助金、アパート建設支援補助金の募集を行った。
令和6年度利用なし。

②良好な
居住環境
の整備

耐震化実
施住宅件

数

耐震改修
促進事業
活用件数
の累計

0件

●住宅の耐震診断・改修や克雪住宅化改修に係る費用負
担を軽減し、安全で快適に過ごせる住宅を推進します。

制度開始
からの累

計
54戸

湯ノ原町営住宅２棟４戸のリフォームを実施した。

空き家家財道具等処分補助金

38.6%

97戸

奨学金貸付事業に２人の出願があり、全出願者に資金貸付を実施

基準値
（Ｒ元）

主な取り組み 実施した主な事業

若者新築
数

利用者が安全かつ快適にやまびこ広場を利用できるように、維持管理に努めた。

（仮称）湯田中温泉公園整備検討委員会の開催及び整備に向けた実施設計を行った。

2人
(累計2)

具体的な
施策

ＫＰＩ 備考

調査なし

64件
若者定住促進家賃補助金
移住促進家賃補助金

分譲地造成支援補助金、アパート建設支援補助金の募集を行った。
令和6年度利用なし。

3人
(累計5)

●子育て世代の利用ﾆｰｽﾞが高い、やまびこ広場やどんぐ
りの森公園は、利用者の意向を踏まえた施設の運用を進
めます。

8件
(累計43)

（

3
）

経

済

的

支

援

に

よ

る

移

住

・

定

住

の

促

進

住宅取得
等補助事
業活用件

数
5年間累計

遊具の点検、管理

16件
(累計16)

信州リゾートテレワーク推進チームに参加し県との連携を図った。

③就学に
伴う定住

支援

町の奨学
金を利用
し、卒業
後に本町
に在住し
ている人

数

12人

（

2
）

住

環

境

の

整

備

に

よ

る

移

住

・

定

住

の

推

進

耐震診断を11棟実施した。
耐震化改修を目的にした、住宅・建築物耐震改修促進事業補助金交付を１件実施した。

令和6年度より、再生可能エネルギー利用設備設置費補助金の運用を開始した。

克雪住宅普及促進事業補助金の交付を１件実施した。

空き家対策の推進に関する特別措置法に基づく行政代執行を行い、特定空家等を１件除却
した。

固定資産税納税通知書、県町民税（家屋敷）納税通知書にチラシを同封

③公園の
充実

子どもた
ちの遊び
場などの
整備状況
満足度

まちづく
りアン
ケート

①住居確
保補助事
業の充実

5年間累計

①住居の
確保

空き家・
空き地ﾊﾞﾝ
ｸ登録件数

2か所
(R3:0か
所)

5か所〇

15人
(累計18)

16人
(累計34)

◎

4か所
(R6:0か
所)

ふるさと寄附金（納税）「”オラ”のふるさと応援貨」

4か所
(R4:2か
所)

4か所
(R5:0か
所)

（

4
）

新

し

い

働

き

方

支

援

に

よ

る

移

住

・

定

住

の

促

進
①ﾃﾚﾜｰｸ支

援
ﾃﾚﾜｰｸｵﾌｨｽ
の開設数

1か所

テレワークオフィス開設の相談対応を行った。R6年度中の申請には至らなかったが開設準
備は進められた。

50.0%

計画監理
係

〇



様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

数値目標 備考 基準値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 達成状況 目標値

合計特殊出生率
人口動態保健所・市町村別統計（厚生

委労働省）

1.44
(H25～
H29)

調査なし 調査なし 調査なし
1.39

(H30～R4)
△

1.62
(H30～R4)

健康づく
り支援係

●婚活に向けて、服装や会話等のｾﾐﾅｰを開催し、参加者
の意識と資質の向上を図ります。

継続
山ノ内町社会福祉協議会への業務委託
身だしなみセミナー、話し方セミナー等を開催し、自分自身の魅力アップによ
り意識と資質の向上を図る。

●共通体験型の出会いｲﾍﾞﾝﾄを拡充し、ｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞを図りま
す。

継続
山ノ内町社会福祉協議会への業務委託
対面やオンライン形式でのイベントを実施。今後も共同体験型イベントの開催
やインターネットを活用した新たな出会いの場の提供を行う。

●広域の合同ｲﾍﾞﾝﾄ等の情報提供を行い、出会いの機会の
増加を図ります。

継続
山ノ内町社会福祉協議会への業務委託
引き続き広域で行う共同イベントに参画し、出会いの多角化を図る。

●相談体制の強化に向け、地域おこし協力隊の採用を検
討します。

完了

R3から相談支援体制の充実拡大と新たな視点からの婚活支援と町の魅力等の情
報発信の強化を行い、R6年度末で任期満了となり、引き続きR7年度からは社会
福祉協議会の職員として業務を行うため、協力隊員の任用は一定の成果を上げ
たものと考えられる。

●住居費や引越費用を補助し、婚姻に伴う新生活の経済
的な支援を図ります。

継続
R3に制定した「山ノ内町結婚新生活支援事業補助金交付要綱」の周知を行い、
若年層の結婚活動支援を行う。

●不妊及び不育症に悩む夫婦への相談体制の充実と治療
費助成を実施し、妊娠を希望する人を支援します。

継続
不妊・不育症治療には高額な治療費や時間がかかるため、引き続き事業の周知
を行い、子どもを希望する夫婦の経済的支援のため継続していく。

●子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰを中心に、妊娠期から子育て
期にわたる継続的・包括的な切れ目のない支援に努めま
す。

継続
支援を必要とする家庭が増加しているため、母子保健コーディネーターを中心
にこども家庭センターの相談支援体制を充実していく。

●妊産婦健診や妊婦歯科検診を実施し、健やかな妊娠出
産を支援します。

継続 健やかな妊娠出産の支援のための健康事業を継続していく。

●出産・育児お祝い金を支給し、出産時の経済的不安の
軽減を図ります。

継続
子育て支援の推進及び子育て世帯の経済的負担の軽減を図ることにより、町の
人口増加及び定住促進に寄与することを目的としているため継続する。

こども家
庭支援係

担当係

16組
(累計38)

◎

▲ 60組

1組 福祉係

健康づく
り支援係

（

1
）

出

会

い

の

サ

ポ
ー

ト

①男女へ
の婚活支

援

婚活支援
からの成
婚数

0組

山ノ内町社会福祉協議会への業務委託
婚活における心構え、身だしなみ、イベント参加のアドバイス等行うセミナー開催（参加
者7名）

実施した主な事業
目標値

（Ｒ７）
施策

具体的な
施策

ＫＰＩ 備考
基準値
（Ｒ元）

主な取り組み Ｒ３
今後の
方針

山ノ内町社会福祉協議会への業務委託
・BBQピザづくり体験（参加者10名）、・ゴンドラリフトを乗り継ぐ空中散歩、ミニトレッ
キング、花火、焚火によるマシュマロナイト（参加者18名）・かぼちゃランタン作り、点
灯式、カフェタイム（参加者9名）

山ノ内町社会福祉協議会への業務委託
合同イベントを開催する広域の枠組みの再編成を行った。

1組

Ｒ４ 実施事業、達成状況に対する評価と今後の取組Ｒ５

８組
(累計22)

1組

基本目標３　出会いから子育てまでのサポートで、希望がかなう郷土（まち）をつくる

基本的方向

　子育てや教育にかかる経済的な負担は大きく、これまで出産・子育て・教育に対する支援を実施する中で、本
町の出生率は上昇の兆しがありますが、人口減少に伴う出生数の減少は引き続き重要な課題となっています。ま
た、結婚については個人の選択という側面もありますが、出会いの場が社会として作り出せていないという現状
もあり、年々未婚率の上昇と晩婚化が進んでいます。これらの問題について、結婚を望む男女に対して出会いの
機会を提供するとともに、子どもを望む世帯及び子育て世帯が安心して妊娠・出産・子育てができ、「もう一人
子どもがほしいな」と思える切れ目のない支援を講じる必要があります。

①妊娠・
出産の支

援

不妊・不
育症治療
者数

町の治療
助成利用

数
5年間累計

50組
３組

(累計14)

出産・育児祝金の支給

R2から子育て世代包括支援センターを設置し、母子保健コーディネーターを配置
母子保健コーディネーターを中心に妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない相談支援を実
施
プレママセミナー

妊婦一般健康診査
妊婦歯科検診
産婦健康診査

0組

11組
(累計11)

不妊及び不育症治療補助金
（

2
）

妊

娠

・

出

産

の

サ

ポ
ー

ト

地域おこし協力隊を活用した結婚活動支援の実施（イベント企画立案やイベントの実施）
ながの結婚マッチングシステムへの登録
移住婚を利用した新たな出会いの選択肢を広げる

0組

山ノ内町結婚新生活支援事業補助金交付要綱を制定し、家賃補助等を実施

Ｒ６ 達成状況



様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

●児童相談に関する総合的な相談体制の充実を図るとと
もに、子育てｱﾌﾟﾘやﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、広報等による子育て情報
の提供を推進します。

継続
支援が必要な家庭やケースが増えているため、18歳までの児童とその養育者を
対象にこども家庭センターが中心となって相談や支援を行う。また引き続き子
育てアプリ等の周知を行う。

●子育て支援ｾﾝﾀｰの機能充実及びﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業
実施により、子育て家庭間の交流や情報交換の場を提供
し、子育て家庭の孤立感や育児不安の解消に努めます。

継続

未就学児とその養育者の交流、相談、情報交換の拠点として継続する。また、
令和６年５月からファミリー・サポート・センター事業を開始し、ゆめっこに
会員のマッチングや児童預かりの拠点としての機能を持たせており、引き続き
継続する。

●子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰを中心に継続的・包括的な相
談支援により、産後うつの予防や育児不安等の解消を図
り、安心して子育てができるように支援します。

継続 産後ケアの対象の改正があり、利用につながるよう周知を図っていく。

●乳幼児健診や各種教室等により、乳幼児の健やかな成
長・発達を支援します。

継続
乳幼児の健やかな成長発達と育児支援のため、健診事業の周知、実施や教室、
相談事業を継続していく。

●延長保育や休日保育、一時保育など特別保育の拡充を
図るとともに、子育て家庭のﾆｰｽﾞに対応するｻｰﾋﾞｽの研究
に努めます。

継続 ニーズが高く、今後も一定の利用が見込まれるため継続する。

●多人数の中での人間関係構築能力を養うため、保育園
間の交流を活発に行います。

継続 児童一人ひとりの感性を伸ばし育てるため必要な事業であるため継続する。

●延長保育や休日保育、一時保育などの特別保育料の軽
減を継続します。

継続 ニーズが高く、今後も一定の利用が見込まれるため継続する。

●幼児教育・保育無償化の対象者は副食費についても公
費で負担し、完全無償化を継続します。

継続 保護者負担の軽減が図られており、今後も継続する。

●0歳から18歳までの子ども医療費の負担軽減を継続しま
す。

継続
・R6.4.1より中学校3年生まで県の補助対象となった。
・マイナンバーカードを利用した医療DXを検討し住民の利便性を高める。

医療保険
係

●出産・育児お祝い金を支給し、子育て期の経済的支援
を図ります。

継続
子育て支援の推進及び子育て世帯の経済的負担の軽減を図ることにより、町の
人口増加及び定住促進に寄与することを目的としているため継続する。

こども家
庭支援係

●東北信市町村交通災害共済公費負担対象年齢を18歳ま
で引き上げ、子どもの交通安全対策の充実と経済的支援
を図ります。

継続
引き続き子どもの交通安全対策の充実と経済的支援を図るため公費加入を継続
する。

危機管理
係

●放課後児童ｸﾗﾌﾞの時間延長措置を継続します。 継続
ニーズが高いことから継続する。
放課後児童支援員の確保に取り組む。

●放課後児童ｸﾗﾌﾞの利用日の拡大を図ります。 継続 ニーズの把握をしながら、現在の受け入れ体制を継続する。

●小学校の適正規模・適正配置の方針に基づき、現状の3
小学校を1校に統合することを基本に統合方針を検討しま
す。

改良
学校づくり準備委員会を開催し、統合学校の開校に向けた作業、施設整備を進
め、基本方針で示す令和12年４月に統合学校が開校できるよう準備を進める。

学校統合
準備係

●高度情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ社会に対応する、ICT教育のための
整備を推進します。

改良
各学校のPC端末活用状況や通信状況を把握し、機器の更新時等に環境整備を行
う。
各学校へのサポーター支援を月２回とする。

●ﾕﾈｽｺｽｸｰﾙとして、持続可能な地域づくりの担い手とな
る児童生徒を育む教育であるESDの推進を図ります。

継続
未来につながる町づくりの担い手を育むため、特色ある学校づくりを目指すと
ともに、郷土を深く理解する教育に力を入れふるさと意識の醸成を図る。

●信州型ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙの仕組みの活用など、学校・家庭・
地域が一体となった教育活動を推進します。

改良
学校統合により新たなコミュニティ・スクール、学校運営に係る組織（学校運
営委員会）の在り方を検討し、こども、家庭、地域が一体となった学校づくり
を進める。

●食の安全に配慮した学校給食設備等の整備に努めま
す。

継続
安心安全な給食を提供するため、設備等の更新及び食材の質や安全性が確保で
きるよう、食材費への支援や保護者の負担軽減のための給食費半額補助を継続
して行う。

学校給食
センター

△

〇

達成状況 担当係

こども家
庭支援係
保育・幼
児教育係

健康づく
り支援係

学校教育
係

保育・幼
児教育係

施策
具体的な

施策
ＫＰＩ 備考

基準値
（Ｒ元）

実施した主な事業主な取り組み Ｒ３ Ｒ５ 実施事業、達成状況に対するの評価と今後の取組

98.0%
乳幼児健診（４か月・７か月・１歳６か月・２歳・３歳）
離乳食、子育て教室
母子保健相談
乳幼児発達相談教室
親子料理教室

250件
(R5:200件)

子育て支援センター「ゆめっこ」運営

175件 200件 218件

98.0% 96.8% 97.4%

子ども家庭総合支援拠点の運営及び子育て世帯包括支援センターとの一体化によるこども
家庭センター設置に向けた庁舎内の調整

目標値
（Ｒ７）

母子保健コーディネーターを中心に、妊娠中から出産、子育て期にわたり継続して相談支
援を実施。また、必要者には、保健師、家庭児童相談員と連携して支援を実施
産後ケア
未熟児養育医療給付事業

今後の
方針

Ｒ４

149件

96.7%

朝8:00から、夕方18:30までの開設

145人

土曜日、学校の長期休み中の受け入れ

140人 148人

65.0%調査なし

◎

調査なし 94.7%

365人

136人143人

337人

調査なし 調査なし

△調査なし

335人357人

学校教育
係

保育・幼
児教育係

◎ 94%

540人

適正規模適正配置等審議会を開催し、適正規模・適正配置等に係る基本方針の見直しを行
うなかで、「義務教育学校による中学校敷地での小中学校が一体となった統合学校を令和
１２年４月に開校することを目指す」とする新たな基本方針を決定。（会議等の開催：審
議会９回、保護者懇談会８回）

公費加入は共済掛金である15歳以下の２００円/年と15歳から18歳の４００円/年を町が負
担し子どもの交通安全対策の充実を図った。

96.8%

３歳～５歳児の副食費無料

町単独で高校生まで医療費助成の対象としている。

出産・育児祝金の支給

園外保育での交流
セカンドステップ
保育園運動指導

延長保育：月２回まで無料、土曜日無料
休日保育：無料
一時保育：月２回まで無料

①子育て
支援の充

実

特別保育（延長保育、休日保育、一時保育）

民生児童委員やコミュニティスクールコーディネーターによる体験学習の実施

小中学校ESD推進事業（ESD・地域連携事業負担）
教職員の研修

調査なし

（

4
）

児

童

育

成

・

教

育

の

サ

ポ
ー

ト

①児童育
成の充実

（

3
）

子

育

て

の

サ

ポ
ー

ト

子育てｱﾌﾟ
ﾘ「はぐﾅ
ﾋﾞ☆やま
のうち」
登録者数

事業開始
からの累

計
60件

②母子保
健の充実

月平均人
数

140人

児童生徒及び教員のPC端末の操作・活用の向上のため、各学校に月１回サポーターが支
援。

乳幼児健
康診査受
診率

④子育て
世帯の経
済的支援
の拡充

休日保育
年間延利
用者数

537人

③保育の
充実

保育園利
用者の満
足度

調理室空調設備の設置
真空冷却機の更新及び保冷・保温食缶購入
消毒保管機の更新及び食物アレルギー対応室の設置
学校給食支援（保護者の負担軽減のための給食費半額補助等）

90%
こども未
来課アン
ケート

放課後児
童ｸﾗﾌﾞ利
用者数

②教育の
整備

子どもの
教育環境
に関する
町民満足

度

まちづく
りアン
ケート

63.2%

Ｒ６

〇

60.7%



様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

数値目標 備考 基準値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 達成状況 目標値

山ノ内町に住み続けたい人の割合 まちづくりアンケート 64.8% 調査なし 調査なし 調査なし 64.0% △ 70.0%
地域創造

係

●個別避難計画や地区防災計画、災害時住民支え合いﾏｯ
ﾌﾟなどの策定支援を実施し、地域防災力の強化を図りま
す。

継続

アンケート調査の検証で「消防・防災体制満足度」では、前回比較で満足度
9.4ポイント増、不満度10ポイント減。災害時行動計画（タイムライン）に基
づき町と自主防災組織が一体となった防災体制の充実と、個別避難計画の推進
により逃げ遅れゼロを目指す。

●防災情報伝達手段の多様化・多重化を進め、住民や来
訪者にやさしい情報伝達を目指します。

継続

アンケート結果の検証では「町からの配信不足情報」で、防災・気象情報は、
前回比較で11.5ポイント改善、最下位から６順位を上げている。7年度に
Yahoo!防災速報の連携配信27.5%を追加し、更なる多様化・多重化を図る。ま
た、短時間同時配信に向けた職員の配信技術向上を図る。

●時代に即した消防団のあり方の検討や改革を推進し、
更なる消防団の強化を図ります。

継続
短期間でより実践的な訓練を行うことで、消防団員の負担軽減を図った。今後
も、より効果的で効率的な消防団運営を検討していく。

消防係

●防災機能を備えた、みろく児童公園の拡張整備を進め
ます。

継続 防災機能を有した地域交流広場として街なみ環境整備事業を活用していく。
計画監理

係

●道路改良や修繕を計画的に推進し、交通の利便性及び
安全・安心な交通を確保します。

継続
地元要望や点検結果等を考慮し、計画的に整備・修繕を進め、道路交通の利便
性・安全性を図る。

●ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙやｶｰﾌﾞﾐﾗｰなど交通安全施設の適正な管理と老
朽施設の更新を進めます。

継続
地元要望や危険個所を把握し、計画的に交通安全施設の設置・修繕等を進め、
安全確保を図る。

●誰もが快適な歩行者空間を確保するために、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞ
ｻﾞｲﾝに基づく環境整備を推進します。

継続 バリアフリー化の歩道整備等、人にやさしい道路づくりを推進する。

●冬期間の安全・交通を確保するため、道路除雪路線等
の除雪体制維持に努めるとともに、地域ぐるみでの管理
や町民一人ひとりの意識啓発に努めます。

継続
町民が進める町道除雪補助制度の活用については、今後も徹底した周知を継続
していくとともに、冬期間の安全な道路環境確保のため、地域・除雪業者と連
携しながら除雪体制を維持していく。

●安全・安心な安定した飲料水の供給を図るため、新東
部浄水場を中心とした配水エリア拡大を図るとともに老
朽施設の計画的更新を進めます。

継続
限られた供給元の水源を効率良く使うことにより、渇水期等の特別な時期の水
需要に対応することができた。今後については新東部浄水場の安定した水道水
供給について研究していく。

●下水道等の汚水処理施設の計画的な更新事業を進め、
快適で衛生的な環境維持に努めます。

継続
耐震診断を予定どおり終えることができた。今後はより詳細な耐震診断を行
い、補強工事個所を特定して工事を実施していく。

●関係機関と連携し、鉄道や路線ﾊﾞｽの利用促進と維持に
努めます。

継続 バス事業者への運行費補助により地域公共交通の維持確保を図る。

●地域ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ「楽ちんﾊﾞｽ」･「ﾁｮｲｿｺやまのうち」の
適正な運行管理と安定運行に努めるほか、利便性の向上
及び持続可能な交通手段の確保を目的とした新たな交通ｼ
ｽﾃﾑの実現に取り組みます。

継続
運転手不足の解消のための広報や、ダイヤ改正などによる利便性の向上に努
め、利用促進を図る。

●中野市・山ノ内町地域公共交通計画に基づき、持続可
能な移動手段の確保に向けた取り組みを進めます。

継続
中野市・山ノ内町地域公共交通計画に掲げる計画目標の実現に向け、各種事業
を中野市と連携して行う。

①定住自
立圏構想
の推進

新幹線飯
山駅の1日
平均乗客

数

531人
●近隣市町村と地域経済・生活圏形成のため連携し、北
信地域定住自立圏構想を推進します。

361人 529人 529人 617人 〇 1,300人 継続
第三次北信地域定住自立圏共生ビジョンに沿って関係市町村とともに取り組ん
だ。今後も継続して取り組む。

地域創造
係

●近隣市町村や関係機関との連携による各種共同事業を
実施し、広域的な課題の解決と効率的な事業運営を図
り、快適な生活基盤の維持に努めます。

継続
県内スキーエリアとの連携を継続し、JR西日本とのタイアップによる商品造成
やプロモーションを行う。【観光局】

●信越9市町村広域観光連携会議などの広域組織との連携
を強化し、広域観光の推進を図ります。

継続
JR飯山駅を起点とした旅行商品の造成を継続するとともに、信越自然郷が進め
るサイクルツーリズムとの連携を図る。

△

▲

△

経済振興
係

担当係

危機管理
係

上下水道
係

Ｒ４

0地区

今後の
方針

実施事業、達成状況に対する評価と今後の取組Ｒ３
目標値

（Ｒ７）

8地区

4件

85.0%80.6%

35か所30か所

0地区

0.68

Ｒ５

調査なし

〇

0.56

地域公共交通計画策定を策定し、事業を行った。

地域創造
係

・反射鏡・防護柵・標識等設置修繕工事

・道路改良舗装工事

老朽化している公共下水道終末処理場について、耐震診断を実施した。

・町道除雪業務委託
・融雪施設修繕工事・維持管理業務
・町民が進める町道除雪補助
・除雪業務管理システム委託

・道路・舗装・側溝等修繕工事
・道路改良舗装工事
・道路点検業務委託
・安全な地域づくり事業

多様化・多重化を進め、令和6年度末において防災情報等の受信人口カバー率はSUGUメール
15.1％、LINE41.7％、戸別受信機8.9％、緊急速報メール90.2%、Lアラートによるテレビ等
への防災情報配信が可能となっている。

建設係

（

2
）

魅

力

的

な

地

域

圏

の

形

成

第三次北信地域定住自立圏共生ビジョンに掲げる事業の実施

②都市間
連携の推

進

新規広域
観光商品

数
2件

スノーリゾート受入観光地協議会によるJR西日本との連携において旅行商品に対する割引
補助を行った。

0.64

（

1
）

安

全

・

安

心

な

生

活

圏

の

形

成

調査なし

④地域公
共交通の

充実

人口に対
する「楽
ちんﾊﾞ

ｽ」･「ﾁｮｲ
ｿｺやまの
うち」利
用者数の
割合

0.62

運行継続のため、必要な経費補助を行った。

③上下水
道施設の

整備

上・下水
道の整備
満足度

まちづく
りアン
ケート

調査なし

30か所30か所

3件
8件

(R3:5件)

29か所

0地区

解体した旧社会体育館跡地の（仮称）湯田中温泉公園整備に向けた実施設計を行った。

29か所

信越自然郷の事業として、広域旅行商品の造成販売を推進した。

4件 4件

②道路環
境の整備

町民が進
める町道
除雪

チョイソコやまのうちを実証運行から本格運行に移行し、中野市への乗り入れを行った。 0.59

81.6%

渇水期にも対応できるよう、前坂水源を２系統から導水できるようにし、水道水の安定供
給に努めた。

主な取り組み 実施した主な事業

基本目標４　魅力的なまちづくりで、活力あふれる郷土（まち）をつくる

基本的方向

　人口減少の進行とともに、地域活動の担い手不足や空き家の増加など、新たな社会問題が顕在化しています。
住み続けたいと思えるような地域をつくるためには、都市機能・日常生活ｻｰﾋﾞｽ・公共交通などを維持・確保す
る必要があります。また、急速な高齢化に対応し得る、人々が地域において安心して暮らすことのできるよう、
医療・福祉ｻｰﾋﾞｽの機能を確保し生涯現役の社会づくりを推進するとともに、安全・安心に生活できるよう防災
や交通安全の確保を図る必要があります。

実災害に即した訓練を実施するとともに、消防団と常備消防の合同水利調査を行い連携強
化に努めた。また、幹部団員には、安全管理を主とした現場指揮運用について知識を深め
た。

施策

①防災対
策

地区防災
計画の策

定
0地区

避難行動要支援者避難支援計画を作成し令和7年度末を努力目標に優先度の高い個別避難計
画の作成を達成した。自主防災組織行動計画（タイムライン）を作成し、行政と自主防災
組織が一体となり災害に向かう取り組みを進めてきた。また、自主防災組織の「本部・避
難所運営キット」を配備し防災力の強化を図った。

基準値
（Ｒ元）

具体的な
施策

ＫＰＩ 備考

0.62

0地区

Ｒ６ 達成状況

〇



様式２　第２期総合戦略における数値目標及びKPIの達成状況

 ☆達成状況凡例（◎：目標達成　〇：基準値を超える　▲：基準値と同じか下回るが昨年度より向上　△：基準値と同じか下回る）　☆方針（継続・拡充・改良・縮小・完了・廃止　or　♦：OODAループによる検証）

●町民ﾆｰｽﾞに応じた講座や教室等の多様な学習機会を創
出し、幅広く周知します。

継続
休止していた事業（町民ハイキング等）を再開したこと等により数値は前年度
を上回った。今後は幅広い年代や男女のニーズに合わせた教室の実施を検討し
ていく。

●公共施設等個別施設計画に基づき、各公民館の施設改
修を適切に行い、生涯学習の充実に向けた維持管理を行
います。

継続
令和６年度に作成した実施計画を基に、真に必要な改修内容を精査し工事実施
に向け事業を進める。

●交流を深める機会を創出するため、ｽﾎﾟｰﾂ教室の充実を
図ります。

継続
人口減少や指導者の高齢化、中学生の参加減によりスポーツ教室の参加者が伸
び悩んでいる現状を踏まえ、町民の誰もが参加しやすいよう、開催時間や開催
日を検討してスポーツに親しめるよう取り組む。

●町民ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝを企画・実施します。 継続 開催時期について、ニーズを把握しながら取り組む。

●各種健（検）診の受診促進及び保健指導の充実によ
り、生活習慣病の予防・重症化予防に努めます。

継続
生涯にわたり生活習慣病予防を推進するため、各種健（検）診の受診の向上及
び保健指導の充実に努めていく。

●高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施により、重
症化予防及び認知症・ﾌﾚｲﾙ等の予防を図り、高齢者の健
康増進と介護予防に努め健康寿命の延伸を図ります。

継続
高齢化の進展に伴い後期高齢者の健康増進及び介護予防のための継続した保健
指導が必要なため、継続し保健指導内容を充実させていく。

●減塩の食環境整備やﾍﾙｼｰな食事、伝統料理の伝承等、
関係団体と連携して食育を推進します。

継続
健康課題の一つである高血圧の解決のため、減塩の食環境整備について継続し
ていく。また、各種教室や関係団体と連携した食育事業を実施していく。

●こころの健康づくりを包括的に推進します。 継続
社会環境の変化がこころの健康にも大きく影響を及ぼしており、個人だけでな
く各種機関が連携してこころの健康づくりに努めていく。

●病院群輪番制病院運営や医師確保の補助支援を実施
し、地域医療体制の確保に努めます。

継続 今後も必要な時に必要な医療が受けられるよう地域医療の確保に努めていく。

●医療関係団体等と連携し、救急医療体制の充実を図り
ます。

継続
今後も関係機関と連携し、休日夜間における救急医療体制の確保に努めてい
く。

③介護予
防の充実

要介護認
定者の割

合

数値が下
回ること
を目標と
する

18.1%
●健康づくり事業と包括的に連携し、要介護状態になら
ないように、また重度化しないよう介護予防事業と介護
保険ｻｰﾋﾞｽの充実を図ります。

18.8% 19.2% 18.9% 17.8% ◎ 20.4%
(R5:20.9％)

継続
要介護認定者が急激に増えることを抑制していくため、各種介護予防サービス
の周知・提供を継続していく。

介護支援
係

▲

今後の
方針

実施事業、達成状況に対する評価と今後の取組実施した主な事業

健康づく
り支援係

ｽﾎﾟｰﾂ推
進係

公民館

担当係

健康づく
り支援係

Ｒ５

818人

施策
具体的な

施策
ＫＰＩ 備考

基準値
（Ｒ元）

主な取り組み Ｒ３ Ｒ４

（

3
）

生

涯

学

習

・

生

涯

ス

ポ
ー

ツ

の

推

進

書道、コカリナ、エコクラフト等各種教室、シニア大学。総合文化祭、生涯学習フェス
ティバル等の開催。

山ノ内どんどんイベントにて、新たなスポーツへの体験イベントを開催

②生涯ｽ
ﾎﾟｰﾂの推

進

町民ｽﾎﾟｰﾂ
教室参加
者延人数

（

4
）

健

康

寿

命

の

延

伸

①健康づ
くり

健康寿命
（平均自
立期間）

KDB（国保
データ
ベースシ
ステム）

男性：
80.0歳
女性：
84.5歳

特定健診・健康診査
特定保健指導、重症化予防の保健指導
糖尿病成人重症化予防プログラム
各種がん検診、R2から胃内視鏡検診を開始
健康相談

R2から高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業を開始。７５歳以上の高齢者にも糖尿病
性腎症プログラムを拡大。

健診結果報告会等で減塩食品の紹介
減塩協力店拡大
糖尿病腎症重症化予防教室
適塩バランス食学習会・血液サラサラ運動教室

精神科医による心の健康相談
心の健康や相談機関等のパンフレットの配布
心の健康講演会
ゲートキーパー養成講座
地域活動支援センター運営

②地域医
療の充実

医師研究
資金貸付
者で北信
総合病院
に勤務し
た医師数

制度開始
からの延
人数

2人

①生涯学
習の充実

文化センター大規模改修に伴う実施計画（実施設計）の作成

1,393

4人

病院輪番制病院運営事業
中高休日緊急診療所運営事業

65歳以上の介護認定を受けていない高齢者に対し、健診の取りまとめに合わせて生活機能
低下者を早期に発見する為、基本チェックリストを実施。介護予防事業への参加を勧奨し
た。また生活機能低下がみられない元気高齢者向けには介護予防教室を開催した。

2人 2人 2人 2人

病院群輪番制病院運営事業
医師研究資金貸付事業
須賀川地区医師対策確保事業

平均寿命の
増加分を上
回る健康寿
命の増加
※平均寿命
の増加分
(H27→R2)
男:0.7歳
女:0歳

健康寿命目
標値

男:80.7歳
女:84.5歳

健康寿命
男性:80.2

歳
女性:84.2

歳

健康寿命
男性:79.9

歳
女性:83.5

歳

998人1,186人

町民スポーツ教室８教室開催

目標値
（Ｒ７）

3,700人

健康寿命
男性:80.6

歳
女性:84.5

歳

健康寿命
男性:79.0

歳
女性:83.9

歳

655人

2,553 2,807人2,451
生涯学習
への参加
者延人数

3,500人

Ｒ６ 達成状況

△

△

△582人 1,200人


